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　　　　　　　　　　　　　　　　　　要約
　母親クラブの普及と活性化の方策を検討する目的で、母親クラブと両輪である児童館の役割について、都

道府県、市区町村を対象に質問紙を用いた郵送調査を実施した。併せて、児童館の役割を検討するために、

児童厚生員の研修会を実施した。調査は市区町村875ヶ所（48．5％）、都道府県40ヶ所（87．2％）から回答が

あり、研修会のグループワークの結果等とあわせて検討した。その結果、普及と活性化のためには、母親ク

ラブのPRなど情報提供が不足していることがわかった。また、児童館との連携を強化し、児童館が地域づ

くりの視点で地域と母親クラブに関わることが大切であることがわかった。これらから、今後の児童館職員

のスキルアップが重要である。
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Role of Mother's Clubs and Children's Centers in Child-raising Assistance (3) 

－Role of Children's Centers in the Vitalization and Spread of Mother's Clubs－
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Abstract：In　order　to　consi（1er　the　tactics　fbr　spreading　an（l　vitalizing　mother’s　clubs，a　mail　investigation　using　a

questionnaire　was　administered　to　prefbct皿es，cities，war（1s，towns，and　villages　to　consider　the　role　of　children’s

centers　and　mother’s　clubs　that　complement　each　otheL　Atlaining言ession　was　also　held　with　children’s　social　workers

in　order　to　consider　the　role　ofchildren’s　centers．Survey　responses　were　received　ffom875cities，war（1s，towns，an（1

villages（48．5％）and40prefect皿es（87。2％）and　were　considered　together　with　the　results　oftlaining　workshop　group

work．The　results　showed　that　PR　and　infbmation　provided　about　mother’s　clubs　were　insufEcient　to　ensure　spreading

and　vitalizing　mother’s　clubs．A（1ditionall》㌧the　results　showed　the　importance　of　children’s　center　involvement　in　the

community　and　mother’s　clubs　fをom　the　perspective　ofbuil（1ing　communities，Improving　the　sk皿s　ofchildren’s　center

workers　willbe　impor胎ntfbrthef血ture。
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1．目的

　昭和23年から児童の健全育成を目的にボランティ

ア活動を展開している母親クラブの活動の一層の活性・

強化と普及を図り、地域の子育て支援を進める方策を検

討するために、一昨年度の母親クラブ調査ならびに昨年

度の児童館調査による2年間の研究成果1）2）に基づき、

児童館との連携に着目し、児童館との連携や児童館の役

割を明確にすることを目的とする。

皿．方法

1．母親クラブと児童館調査

　母親クラブと児童館の連携のあり方や児童館による支

援について検討するために、母親クラブと児童館に関す

る調査は自記式調査票を用いた郵送調査法により平成

21年2月に実施した。対象は市区町村および都道府県の

児童福祉担当課とした。

　調査内容は、母親クラブの状況として、母親クラブの

有無、活動内容、支援内容、活動満足度、活動の効果、

活動への期待、母親クラブがあって良かったこと・困っ

たこと。母親クラブがないところでは、必要性、活動が

ない理由、母親クラブヘの期待、可能な支援、支援でき

ない、また、必要ない理由等をたずねた。また、子ども

会活動、子育てサークル、子育てネットワークの各活動

への支援状況、児童館にっいては、指定管理者制度の導

入、母親クラブ等の地域組織との連携状況、他の行政機

関との連携、児童館の役割と期待にっいてたずねた。

　なお、都道府県にっいては、市区町村とは別に調査票

作成し、地域組織活動の把握、補助金、次世代育成支援

行動計画への記載、連絡協議会と事務局、母親クラブの

必要性についての内容を追加し、調査を実施した。

　集計は、指定都市、中核市、一般市、特別区、町、村

ごとに集計し、共通項目については、都道府県の集計を

追加した。

2．児童厚生員研修プログラム

　平成18、19年度の研究結果を踏まえて、研究メンバ

ー間の討議により研修プログラムを立案し、平成20年

11月26目～27日の2目間に実施した。研修会の運営、

グループワークの記録等を検討し、児童厚生員の役割と

母親クラブ支援の課題について検討した。

皿．結果

1．母親クラブと児童館調査（市区町村）《都道府県》

　市区町村調査については、全市区町村（1804ヶ所）中、

875ヶ所から、都道府県は40ヶ所から回答が得られた。

市区町村調査の有効回収率は48．5％、都道府県調査は

87．2％であった。

1．1．母親クラブの状況

　母親クラブの有無について、市区町村全体では、「母親

クラブなし」（53．8％）が半数を占め、r母親クラブあり」

（40．9％）は4割と若干少なかった。「中核市部」（83，3％）、

「一般市部」（54．9％）では半分以上を占めているが、「町

部」（28．1％）「村部」（17．1％）は低くなっていた（表1）。

　母親クラブヘの支援内容についてみると、市区町村全

体では、「資金の援助」（64．8％）が最も高く、次いで「情

報の提供」（50。8％）、「イベントヘの呼びかけや協力」

（41．3％）、「児童館との連携を促している」（40．5％）、

「施設や物品の貸与」（35．5％）、「事務局を担っている」

（29．9％）の順であった。一般市部では「資金の援助」

（72，4％）が、町部では「情報の提供」（60．4％）が最も

高かった（表2）。

　活動内容についてみると、市区町村全体では「親子及

び世代間交流・文化活動」（95．8％）が高く、以下「児童

事故防止のための活動」（50．3％）、「児童養育に関する研

修活動」（48，3％）で、「目曜等児童館利用活動」（7．8％）

は低かった。また、都道府県も同傾向であったが、「児童

事故防止のための活動」（83．8％）が市区町村全体より高

い比率を示していた。「親子及び世代問交流・文化活動」

では、一般市部（97．7％）、町部（92．1％）とも高率であ

ったが、「児童事故防止のための活動」と「児童養育に関

する研修活動」について市部に比べ町部が低い傾向が見

られた（表3）。

　活動に対する満足度では、市区町村全体でみると「や

や満足している」（49．4％）、「満足している」（36．9％）

の順で、あわせて9割弱を占めていた。一般市部、町部

とも全体と同傾向であった（表4）。

　活動の効果についてみると、市区町村全体では「子育

て中の親同士の交流の機会ができた」（87．2％）が最も高

く、以下「地域活動で子どもと大人が顔見知りになる機

会が増えた」（44．4％）、「子育て中の親の相談の機会、場

が確保されたこと」（40，8％）、r子育て中の親にとって、

よりどころとなる活動となっている」（39．1％）、r地域へ

の安心、安全の取り組みがなされるようになったこと」

（35．2％）の順であった（表5）。都道府県では、「子育

て中の親同士の交流の機会ができた」（77，1％）が最も高

く、以下「地域への安心、安全の取り組みがなされるよ

うになったこと」（71．4％）、r子育てに関する研修・講座

が実施されるようになったこと」（60．0％）、「子育て中の

親の相談の機会、場が確保されたこと」（45，7％）、「地域

活動で子どもと大人が顔見知りになる機会が増えた」

（45．7％）、「子どもに対する犯罪被害の防止にっながっ

ている」（37．1％）の順で、第2位、3位に「地域への安

心、安全の取り組みがなされるようになったこと」

（71．4％）、r子育てに関する研修・講座が実施されるよ

うになったこと」（60，0％）があり、市区町村全体に比べ

高い傾向を示していた。一般市部は全体と同傾向であっ

たが、町部はr子育て中の親にとって、よりどころとな
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る活動となっている」（44．6％）が第2位であった（表5）。

　活動への期待では、市区町村全体でみると「子育て中

の親同士の交流の機会の確保」（63．7％）が最も高く、以

下「子育て中の親の相談の機会、場の確保」（43，3％）、

r子育て中の親のよりどころとなる活動」（43．3％）、r住

民の子育てに対する関心への高まり」（39，9％）、r地域へ

の安心、安全の取り組み」（37．2％）、「地域活動で子ども

と大人が顔見知りの機会となること」（34．6％）、「子育て

に関する研修・講座の実施」（3L8％）の順であった（表

6）。都道府県をみると「子育て中の親同士の交流の機会

の確保」（61，1％）が最も高く、以下「地域への安心、安

全の取り組み」（61，1％）、「住民の子育てに対する関心へ

の高まり」（55．6％）、「子育て中の親の相談の機会、場の

確保j（41，7％）、「子育て中の親のよりどころとなる活動」

（41．7％）、「子どもに対する犯罪被害の防止」（4L7％）、

「子育てに関する研修・講座の実施」（38．9％）、「地域活

動で子どもと大人が顔見知りの機会となること」
（38，9％）、「子育てに関するイベントヘの参加者の増加」

（33，3％）の順で、「地域への安心、安全の取り組み」

（61．1％）とr子どもに対する犯罪被害の防止」（4L7％）

が高く、市区町村全体と異なる傾向を示した。一般市部

および町部は、全体と同傾向であった（表6）。

1．2．母親クラブがない地域について

　母親クラブがない市区町村に母親クラブ活動の必要性

をたずねたところ、「わからない」（60．9％）が半分以上

を占め、r必要ないと思う」（2L5％）がr必要だと思う」

（16．3％）より若干高い比率を示した（表7）。

　r母親クラブの活動が必要だと思うjと回答したもの

に、活動がない理由をたずねると、「当事者からの働きか

けがなかった」（50，0％）は半分を占め、「行政で積極的

に育成しようとしなかった」（31．0％）、「他の地域組織活

動で充分だった」（28，6％）、「特に必要性を感じなかった」

（17．9％）の順であった（表8）。

　また、母親クラブヘ期待することでは、「子育て中の親

同士の交流の機会の確保」（73，8％）が最も高く、以下「子

育て中の親の相談の機会、場の確保」（52。4％）、「子育て

中の親のよりどころとなる活動」（48，8％）、「住民の子育

てに対する関心への高まり」（32．1％）、「地域活動で子ど

もと大人が顔見知りの機会となること」（32．1％）の順で

あった（表9）。なお、母親クラブが設立された場合にど

の程度支援が可能かたずねると、「積極的な支援をする」

（42．9％）が4割強を示したが、「わからない」（40。5％）、

「支援したいができない」（11，9％）もあわせて半分を占

め、「支援しない」はいなかった（表10）。「わからない」

およびr支援したいができない」と回答したものに、そ

の理由をたずねると、「検討する時間がない（深く検討し

ていない）」（27．3％）が高く、「財源がない」（25．0％）

「優先すべき他の事業がある」（15。9％）の順であった（表

11）。

　「母親クラブの活動が必要ない」と回答したものにそ

の理由をたずねると、「他の組織があるから」（32．7％）

が高く、「自主活動だから」（23．1％）、「住民からの需要

がないから」（20．5％）の順であった（表12）。

1．3．地域組織活動への支援

　子ども会の活動に対して所管課が行っている支援につ

いて、市区町村全体でみると「イベントヘの呼びかけや

協力」（35，2％）が高く、以下「情報の提供」（34，1％）、

r資金の援助」（33，4％）、r事務局を担っている」（29，5％）、

「施設や物品の貸与」（27．7％）の順であった（表13）。

　子育てグループ（サークル）に対して、「情報の提供」

（49，0％）が高く、以下「施設や物品の貸与」（37．7％）、

「イベントヘの呼びかけや協力」（35．4％）の順であった

（表14）Q

　子育てネットワークに対する支援では、「情報の提供」

（33，0％）が高く、次いで「イベントヘの呼びかけや協

力」（25．7％）であったが、「子育てネットワーク活動が

ない」（30，7％）も高かった（表15）。

1．4．児童館の状況

　児童館の有無にっいて、市区町村全体では「ある」

（60．2％）が「ない」（39．1％）に比べ高かった（表16）。

児童館ありは、一般市部（80，0％）が8割と高値を示し

たが、町部（43．3％）、村部（19．7％）は低かった（表

16）。指定管理者制度の導入についてみると、市区町村

全体ではr導入していない」（71．7％）が高く、r導入し

ていない」割合は、一般市部（65．5％）、町部（89．1％）

で一般市部が高い傾向が見られた（表17）。指定管理者

制度は町村部の導入割合が低いじょうきょうであった。

　児童館に指定管理者制度を導入している場合、その

91．8％が市町村に住所のある団体であると回答していた

（表18）。指定管理者の選考基準に地域との連携に関す

る観点が盛り込まれているかどうかにっいて、「盛り込ま

れている」（82．2％）がほとんどであった（表19）。

　児童館と地域組織活動との連携状況について、「ある程

度図れている」（65．1％）が最も高く、「とても図れてい

る」（24．7％）、「あまり図れていない」（9，6％）の順で、

9割は連携が図れていると回答していた（表20）。他の

行政機関や公民館との連携に就いては、「ある程度図れて

いる」（60．5％）が最も高く、以下rあまり図れていない」

（2LO％）、「とても図れている」（8．1％）、「全く図れて

いない」（4．8％）の順で、「とても図れている」（8．1％）

と「ある程度図れている」（60．5％）をあわせて7割と

なっていた（表21）。

1．5．母親クラブに対する児童館の役割と期待

　母親クラブに対する児童館の役割について、市区町村

全体では「会場を提供する」（31．5％）が高く、以下「事

業の共催」（29，2％）、「活動へのアドバイス」（24．3％）、
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「コーディネーターとなる」（10，4％）の順であった（表

22）。都道府県は「活動へのアドバイス」（58．5％）、「会

場を提供する」（58．5％）が高く、次いで「コーディネー

ターとなる」（41．5％）、「事業の共催」（19．5％）、「技術

的支援をする」（12，2％）の順で、市区町村とでは、役割

に対する考え方に若干の相異がみられた（表22）。

　児童館への期待についての自由記述は、表29のとお

りで、r地域連携に関すること」（46件）、r施設拠点とし

ての強化に関すること」（41件）、「事業の充実に関する

こと」（26件）、r人材に関すること」（22件）、r広報に

関すること」（13件）であった。

1．6．都道府県での状況

　地域組織活動の状況把握について、「把握している」

（4，8％）および「概ね把握している」（61．9％）があわ

せて7割弱で高く、「把握していない」（33，3％）は低か

った（表23）。

　地域組織活動への補助・助成金については、ほとんど

が「ある」（83．8％）と回答し（表24）、次世代育成支援

対策行動計画上に約半数が「母親クラブの記載あり」

（51．4％）がとなっていた（表25）。

　都道府県レベルの母親クラブの連絡協議会の有無につ

いて、約8割が「ある」（75．7％）と回答し（表26）、そ

の事務局は「単独で事務局を設置」（28，6％）が高く、以

下「都道府県立児童館で担当」（21．4％）、「都道府県庁で

担当」（17，9％）、rその他」一（17，9％）、r都道府県社会福

祉協議会で担当」（7．1％）、「市町村立児童館（青少年セ

ンターを含む）で担当」（7．1％）の順であった（表27）。

　母親クラブのない地域に今後このような活動が必要か

どうかたずねると、rとても必要」（16．7％）、r必要」

（61．9％）でほぼ必要性があると回答しており、「あまり

必要ではない」（4．8％）は低くかった（表28）。

2．児童厚生員研修プログラム

2．1．研修プログラム

　研修プログラムは、表30のとおりで、該当年度にな

ってからの案内であったこともあり、参加者は7名と少

なかった。

2．2．研修会の概要

　研修会は、（1）開会行事に引き続き行われ、その概要

は次のとおりであった。

　1日目（平成20年11月26日水曜日）

　（2）「児童健全育成の動向」

　児童健全育成をめぐる昨今の動向として、厚生労働省、

児童健全育成推進財団、全国地域活動連絡協議会から情

報提供を行った。厚生労働省からは平成21年度予算要

求の概要についての説明があり、児童健全育成推進財団

からは、全国の児童館の動向について説明があった。近

年、小学生が対象の中心であった児童館活動が、乳幼児

と中高生の双方にその対象が広がってきていること。ま

た中高生を対象にした活動に特化した事例も紹介された。

また、児童館で指定管理制度を導入しているところが約

4割にのぼり、早いところでは2クール目に入っている

こと等の情報提供があった。母親クラブの全国組織であ

る全国地域活動連絡協議会からは、同協議会の成り立ち

や組織についての説明があった。

　（3）基調講演「児童館の地域支援でかわる子育て環

境」

　基調講演では、伝統的地域組織の活動は、活動評価を

十分に行っていないことが多く、活動内容に変化がない

と指摘し、その例として役員や事業が固定化され、年次

総会の資料も年度の数字が違うだけで、役員名や事業内

容、予算内容がほぼ同じという状況を紹介した。このこ

とから事業を行うことが目的ではなく、事業を行って何

を目指すのかを明確にすることが大切であると説明した。

また、行政が事務局を担っている場合の地域組織との関

係については、立場と役割を明確にすることの重要性を

指摘した。地域組織の自立を目指すのであれば、そのプ

ロセスを小出しにしないで、ステップを明確にして、全

体像をあらかじめ示すことが必要であることを述べてい

た。歴史ある活動こそ世代交代が重要で、役員等の後継

者や新入会員の不足により、活動が停滞することが懸念

されるとのことであった。

　（4）r事例検討一児童館と地域組織活動の連携・支援

｝」

　事例発表

　東京都の母親クラブの連合組織である東京都地域組織

活動連絡協議会会長の事例発表で、母親クラブの会員は、

その地域で生活していることから地域人材や地域資源等

の地域に密着した情報を熟知していると述べ、児童館が

事業を企画する際のアドバイザーとして、事業を実施す

る際のマンパワーとしても活躍している事例を挙げ、母

親クラブと児童館との連携は児童館にとってもメリット

があると指摘した。また、児童館職員の異動がある度に、

職員との信頼関係を構築することの大変さを訴え、「母親

クラブは地域の児童館の味方である」との一言だけでも

引継ぐことを要望した。

　昭和町児童センターの報告では、児童館の組織や取組

み概要、中央館で母親クラブの事務局を担っている側面

からの支援状況についての発表があった。母親クラブの

会員は高齢化しているが、たこ作り講習会など様々な事

業を精力的に展開しており、事業へ参加する子どもも多

い。また、事業に参加する子どもたちの親は、母親クラ

ブに関心がなくても、子どもたちが参加できる事業には

関心が高く、これまで続いてきた事業がなくなることに

は抵抗があり、母親クラブを支えることになっている。

長年の努力によって、なくてはならない事業にまで認知

された実績をもとに、母親クラブがなくなると必然的に
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事業がなくなることを訴えることにより、年に2、3人

の新入会員があり、組織の人的活性化が図られていると

述べていた。

　2日目（平成20年11月27日　木曜日）

　（1）「パネルディスカッション　児童館と地域組織活

動の明目をつくる」

　東村山市立栄町児童館館長から、利用者との信頼関係

を構築しながら、利用者のカをボランティアとして活用

し、児童館活動を活性化する手法についての報告があっ

た。また、茨城県地域活動連絡協議会会長から、行政主

導で結成した母親クラブの活動を母体に、児童館の建設

運動により児童館が設置され、さらに児童館の指定管理

者制度の導入に向けたNPOの設立、そして指定管理者

としての児童館の運営の中で得た貴重な体験を述べた。

　児童健全育成推進財団の阿南氏は、指定管理者制度が

導入され、選考の過程で様々な事業を展開する提案が多

く、また実際に指定管理者になったら、提案したとおり

バラエティー豊かな事業を展開している事例や状況を報

告した。このことから事業を実施することが目的になっ

てしまい、事業を実施することによって子どもの健全育

成にとって何を目指し、それが達成できたのか否かが検

討されないまま事業花盛りという状況にあると述べた。

また、これに伴い、職員主導で事業を実施するため、親

としての育ちや地域ボランティアの養成の機会が失われ

てしまっていることも危惧されると指摘した。

　（2）「児童館による地域組織活動との連携課題を探る」

グループワーク

　各地の児童館職員5名でグループが構成された。それ

ぞれ地域組織活動への関与の仕方とその度合が難しいと

の課題を抱えていた。5名の内2名は指定管理による館

長で、指定管理団体の職員が、地域の地名や地域のしき

たり、地域の組織など、地域のことを知らない場合があ

り、地域と連携した活動がなかなかできないとの報告も

あった。また、受託を受けた施設以外の行政施設との連

・携も弱い点が大きな課題であると述べていた。

　グループワークは、模造紙の記録シートと付箋紙を使

用し、最初のシートに「うまくいかなかったこと、問題

点、こうしたらいいのに！」を内容とする付箋紙の記録

を用いて現状整理を行った。そして、【仲良くなるために

は】【地域との連携を図るには】【施設利用上の留意点】

の3点にっいてまとめ、次いで「問題の解決策」を検討

し、「児童館、母親クラブ連携向上のポイント」を抽出し

た。

2．3．児童館の現状と課題（グループワークの内容）

　＜現状と課題＞

　グループワークの内容についての記録を表31に示し

た。

　「うまくいかなかったこと、問題点、こうしたらいい

のに！jについての意見を付箋紙に書き出した結果、ま

ず「利用者と職員の関わり方」、「あまり“あいさっ”が

ない」、rなかなか顔見知りになれない」などの地域住民

とのコミュニケーションが不十分であることから、これ

を「仲良くなるためには」として、解決策検討の第1の

サブテーマとした。

　次に、「職員が地域（地元）を地理的、人的な面で知ら

ない」、「地域との連携（市民館や学校、町会）がまだ弱

い」、「行事中心で広く声をかけていないなど、地域組織

を育成する認識に欠けている」、「サークルヘの支援につ

いて、職員が共通の認識をもてない」など地域の団体・

組織との連携が不足していることから、これを「地域と

の連携を図るには」として第2のサブテーマとした。「勝

手に倉庫に物を置いていく」、「使う物などを出すのに嫌

がる職員」「勝手に物を使うことに問題あり」など利用者

のマナーについての意見から「施設利用上の留意点」を

第3のサブテーマとした。

　解決策について書き出し、KJ法で整理検討した結果、

サブテーマ①の仲良くなるためには、「こちらから発信す

る」、「元気なあいさつ」、「笑顔で接する」、「ふだんから、

お互いの活動に顔を出す」、「地域商店で買い物をする」、

「顔と名前を覚えよう」など児童館職員の目常の態度が

重要であること。②の地域との連携を図るには、r人問関

係を作る」、「地域資源を発掘する」、「地域のキーパーソ

ンと親しくする」、r地域の人のネットワークを大切にす

る」、「地域の行事にすすんで参加する、協力する」こと

などが必要であること。また、③の施設利用上の留意点

では、「約束事が必要」、「言いにくいことも笑顔でサラッ

と伝える」、rルールを明確に表記し、手順をことわり書

きなどで掲示する」ことなどがあげられ、その解決策が

まとめられた。

　＜連携のポイント＞

　これらのグループワークの結果に基づいて、児童館と

母親クラブの連携のポイントとして「児童館職員」、「母

親クラブ・利用団体」、「施設」の3っの視点から検討し

た。児童館職員については、「地域を好きになれる」、r地

域に詳しくなる（地域の特徴、地域の人）」、r感謝の気持

ちも常に言葉で表す」、「問題がおきても一緒に考えよう

という姿勢が大切」、「常に問題意識を持って」など地域

への視点とかかわり方の重要性が挙げられた。また「コ

ミュニケーション術の向上」、「職員同志が仲良くなる、

協力する」、rコーディネーターとしての素養」、rたえず

スキルアップ」などの職員資質の向上の重要性が提起さ

れた。

　母親クラブについては、「どんな事をサポートしていっ

たら良いか、代表の方とのコミュニケーションを大切に

する」、rルールを守る」、r児童館のあり方を理解しても

らう」、「しかたないからやっているではなく、楽しんで

やってもらえたらと思う」などがまとめられた。施設に

ついては、「地域の情報提供の場」、「施設の整備に努める」、

　「来館しやすい雰囲気作り」などがだされた。
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　このグループワークから、「地域資源を活用して児童館、

母親クラブの連携強化、活動充実を図るための素材」と

して【施設・建物1、【店】、【人（職種）】、【プログラム・

事業名】が重要であるとの示唆があったが、時間の関係

で各自の持ち帰りとなった。

lV．考察

1．母親クラブの普及と活性化

1．1．活動の普及

　母親クラブ活動のない市区町村では、「わからない」の

割合が過半数を超えて高く、また母親クラブにはr育児

中の親に対する交流の機会」やr場の確保」を期待する

一方、「当事者からの働きかけがない」、「検討する時間が

ない」、「財源がない」の理由で、母親クラブの育成や支

援を躊躇する実態が明らかになった。同時に、自治体で

母親クラブのイメージが持てていないことも、大きい要

因であることがうかがえる。活動の実際や効果が見えな

いと必要性を感じにくく、クラブの育成、支援につなが

りにくい。従って、母親クラブの先進的な事例や、発展

段階ごとの事例を発信し、母親クラブが存在しない地域

に活動のイメージを伝えていくことや活動を行政担当者

へ理解させることが大切で、活動成果を使った内容の情

報提供やPRなど広報活動が必要であると考えられる。

　母親クラブの活動への支援内容では、「市部」において

r資金の援助」の割合が高く、人口規模の小さいr町村

部」では、r資金の援助」の割合よりも、r情報提供」、r施

設や物品の貸与」が高い割合を示していた。従って、母

親クラブの存在には、資金の援助（財政的な根拠）が大き

な役割を果たしている可能性がうかがえる。また、新規

に設立された場合に支援できない理由として、「財源がな

い」（25％）という意見が高かった。これらから、母親

クラブの普及には、予算化が可能な状況を整えることが

必要と考えられる。また、活動財源の補助の予算を考え

る前に育成のための財源を確保することが必要と思われ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　（毫、森川、斉藤）

1．2．活動の活性化

　現在の活動である「育児中の親に対する交流の機会」

などを今後も期待する一方で、「住民の子育てに対する関

心の高まり」やr地域活動で子どもと大人が顔見知りの

機会となること」など、メンバー間だけでない、住民を

巻き込んでいく活動のように地域全体への効果を期待し

ていることがうかがえる。このような活動展開が必要で

あると思われる。

　地域の活動実態が地域二一ズ、行政の期待と合致して

いるかどうか、中央から（全国地域活動連絡協議会）の

方針や期待の影響が大きいと考えられるが、地域での検

討が必要と考えられる。

（壷、森川、斉藤）

1．3．活性化のための児童館への期待

　活性化のために寄せられた意見を分類すると、「人

材」・「地域連携」・「広報」・「施設・拠点」・「事業」に分

類することができた。

　r人材」では、担い手の人材発掘から始まり人材育成

にわたる流れの中で、新たな担い手を探すこと、また人

材育成の重要性を指摘する声があった。さらに、地域組

織活動の活性化のためには「人材」の役割について、指

導・けん引的立場ではなく、コーディネーターとしての

役割が活性化のために重要であると指摘する意見が多く

寄せられた。

　次に「地域連携」についても多くの回答があり、「地域

を巻き込んで」、「地域との連携を図り」などの言葉に代

表されるように、社会全体で子育てを支えていく体制づ

くりを挙げる内容が多く、地域のカを活用することの有

効性に触れた意見が多くあった。この点については、先

の「人材」項目で、コーディネーターとしての役割が求

められていることと大きくつながっており、地域と地域、

地域と児童館、子育て支援団体同士、子育て支援団体と

児童館、さらには子育て中の親同士、異年齢層を結ぶ役

割が期待されている。

　また、「広報」については、地域組織活動を広く住民に

知ってもらうことで、活動の周知だけでなく、人材発掘

や事業の集客、他団体との連携のきっかけ作りなどに結

び付くので活性化されるとの意見があった。

　「事業」にっいては、少ない予算の中で、これまでの

マンネリ化した事業を脱し、利用者の二一ズに沿った形

での事業の充実が活性化につながるとの意見があった。

具体的事業については、子育て中の親同士の交流事業や

乳幼児向けの事業の充実が望まれていることがわかった。

　「施設・拠点」については、施設自体のハードや施設

の運営というソフト面も含め、乳幼児から高齢者までユ

ニバーサルに使い勝手のよい施設であることが、魅力あ

る施設としての第一歩として活性化の要因として挙げら

れた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（牛玖）

1．4．都道府県への期待

　都道府県について、地域組織活動の状況把握について

およそ7割弱が存在を把握していた。一方で、次世代育

成支援対策行動計画に「母親クラブ」の記載があるのはお

よそ半数であるものの、全体の8割がその活動の必要性

を認識していた。これまで「母親クラブ」が地域で培っ

てきた活動実績および今後の地域の課題を考えると、r母

親クラブ」への期待が大きいことがうかがえる。

　「母親クラブ」に関する具体的な支援では、補助・助成

金があるのがおよそ8割であった。地域活動連絡協議会
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の設置は8割弱で、その事務局は都道府県庁や都道府県

立の児童館など、都道府県によってさまざまであった。

　これらのことから、各市町村はきめ細かに「母親クラ

ブ」の活動を支援するのに対し、都道府県は補助・助成

金の提供や地域活動連絡協議会の設置・運営など、r母親

クラブ」の基盤を組織的に支える役割を担っていること

が改めて確認できる。「母親クラブ」が地域に根ざした活

動を継続的に展開するには、今後ともこの役割を継続し、

さらなる強化をしていくことが期待される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（壷、大久保）

2．児童館と母親クラブの連携

2．1．児童館と母親クラブの役割の明確化

　児童館と母親クラブ研修の2日目に行われたグループ

ワーク「児童館による地域組織活動との連携課題を探る」

において、参加者の所属する各児童館の現状等を共有し

つつK　J法により課題を抽出した。そこで浮かび上がっ

たのが、参加者全員が地域組織活動への関与の仕方とそ

の度合が難しいとの課題を抱えていた。さらに、指定管

理者が児童館を運営している場合、指定管理者自体が地

域について把握しきれていないので、地域と連携した活

動がなかなかできないでいることが明らかになった。ま

た、母子保健の分野や公民館等の他の行政施設との連携

が弱くなるなどの課題が見える。

　「児童健全育成の動向」で、児童健全育成推進財団か

ら児童館の約4割で指定管理制度を導入していると情報

提供があり、また、今回の「母親クラブと児童館調査」

でも約3割が導入していると回答していることから、今

後もこの割合は増えるものと推測される。

　このような課題の解決に向けて示唆となるのが、研修

初目に行われた「事例検討一児童館と地域組織活動の連

携・支援一」での東京都地域活動連絡協議会の会長の事

例発表で、地域に住む母親クラブの会員は、地域情報の

宝庫で、地域人材や地域資源をよく知っているとのこと。

r児童館がこういう事業を行うにあたって、誰か人材は

いないだろうか、しかもタダで1」という相談は母親ク

ラブの得意とするところで、また、事業を実施する際の

人的資源ともなっているとの報告があった。地域を知る

母親クラブの役割は重要になってくるものと思われる。

　行政の直営児童館であれば、地域を充分把握し、地域

との連携も良好であるとは言いきれるものではないが、

本研修から浮かび上がった課題をもとに児童館と母親ク

ラブの役割分担について検討を加えると、指定管理者制

度の導入が進む今こそ、児童館を拠点とした地域活動に

おいて地域情報を持っている母親クラブの利点を生かし、

母親クラブ会員向けの活動に加え、母親クラブとして地

域貢献的活動にどれだけ目を向けられるかがポイントと

なり、そこに母親クラブの役割があることが認められた。

　しかしながら、母親クラブ役員の高齢化や固定化、事

業のマンネリ化に伴う二一ズとのギャップ、事務局任せ

による組織の自立性などの課題もある一方、児童館側に

も職員異動に伴う母親クラブの活動理解が不足するなど

の面も見られ、改善の余地がある。

　その解決の糸口となるのが、研修初目に行われた基調

講演「児童館の地域支援でかわる子育て環境」の中での

指摘である。事務局と地域組織活動の関係については、

立場と役割を明確にし、事務局が地域組織活動の自立を

目指すのであれば、そのプロセスを小出しにしないで、

明確なステップを明示しつつ全体像をあらかじめ示す手

法を検討して欲しいとのことであった。また、歴史ある

活動こそ世代交代が重要で、後継者や新入会員の不足に

より、活動の停滞が懸含されるとの危惧を抱いていた。

この点については、事例発表者である山梨県昭和町児童

センター主査の発表においても、母親クラブという組織

がなくなると、必然的に母親クラブが担っていた地域の

子育て支援事業がなくなるとの訴えから会員増へ結びっ

いた事例も報告された。

　これらのことから、母親クラブの利点を生かした役割

として児童館と地域を結ぶ役割を認識し、児童館はそれ

に向けたコーディネートを行うことで、それぞれの役割

を明確化することが効果的であると考えられる。

2．2．地域二一ズの多様化と児童館の多機能化

　児童館と母親クラブ研修の初目に行われた「児童健全

育成の動向」で、より最近の児童館のトレンドとして、

これまで小学生を児童館の中心的活動対象としてとらえ

ていたものが、乳幼児と中高生にその対象を双方に広げ

活動を展開するようなった児童館が増えてきていること

が挙げられた。また、このような変化の一方、対象や活

動を特化した動きが見られるとの指摘があった。

　中高生向けに特化した児童館としては、杉並区立児童

青少年センター（愛称1ゆう杉並）や児童館という位置

付けではないものの佐倉市ヤングプラザなどのように、

音楽バンドの利用が可能なスタジオを備えるなど中高生

の活動支援を展開している施設も見られるようになって

久しい。

　一方、乳幼児を対象としたものとしては、各地の子育

て支援センターが積極的な活動を展開し、加えて母子保

健の分野や公民館が家庭教育の視点から乳幼児向けの事

業を展開したり、居場所を作ったりしているところであ

る。しかし、今回の「母親クラブと児童館調査」におい

て、母親クラブの活性化における児童館への期待の自由

記述く施設拠点としての強化に関すること＞のなかに、

中高生の活動の場づくり、子育て支援の拠点として、子

育ての相談の場というような内容が見られた。

　行政区内に乳幼児や青少年に特化した施設がある地域

では、施設によってその役割分担が可能であるが、対象

を特化した施設がない場合や同一行政区域内にそのよう

な施設があったとしても地域的偏りがあるなどした場合、
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児童館がその独自性により時間帯や空問を工夫しながら、

多機能化を展開する必要がある。すでに工夫を凝らして

多方面に事業展開している児童館も多いが、単発的な活

動で終わってしまうことも見受けられるところである。

　地域二一ズの多様化については行政全般について言え

ることであるが、その一方、硬直化した予算や人員削減

の中で、これまでのやり方で行政のみで多様化した地域

二一ズに応えることが難しくなってきている。ましてや

そのようなあおりは往々にして出先機関に真っ先に押し

寄せる傾向があり、児童館を取り巻く状況は厳しいと言

わざるを得ない。

　そこで、児童館の多機能化にとって、母親クラブのよ

うな地域組織活動との連携することによって、児童館の

みでは担いきれない活動が可能となり、母親クラブの利

点を生かした地域全体で地域の子育てを支える支援がで

きる機能や、豊富な子育て経験をもとにした成長発達に

応じた対応ができる機能、専門的でないが実体験からの

共感性をもった個別相談等への対応ができる機能など、

地域住民の様々な二一ズに応えることが可能となること

が期待される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（牛玖、斉藤）

2．3．児童館の役割

　く地域との連携を図る＞

　グループワークの結果、現状と課題としては、r仲良く

なるためには」、「地域との連携を図るには」、「施設利用

上の留意点」にまとめられた。利用者から地域の人たち

とのコミュニケーションを図り、地域の団体・組織との

信頼関係と協働事業などが重要であることが提起されて

いる。また、そのためには、地域にある資源を把握する

ことから、地域商店で買い物をするなど、地域の人々と

の繋がり、ネットワークや人問関係の構築することが必

要であると考えられる。

　地域との連携には、①地域に目を向ける、②地域資源

を把握する、ことが重要であるが、このためには、たえ

ず問題意識を持っことと同時に、グループワークで提起

された「コミュニケーション術の向上」や「コーディネ

ーターとしての素養」などを「たえずスキルアップ」す

ることが必要であると考えられる。

　＜コーディネート機能＞

　都道府県では活動へのアドバイスとコーディネーター

機能を期待しているが、市区町村では活動のアドバイス

と事業の共催、会場の貸与などを期待しており、ギャッ

プがみられる。コーディネートや活動の助言などコミュ

ニティワークを児童館職員がどれだけ出来るかが課題と

思われる。

　児童厚生員については、児童福祉施設最低基準により

その資格が定められているところだが、児童館の対外的

要になりうる児童館長についてはその規定がなく、専門

的研修を受けることなく、仕事に就いていることがあり、

その場合はコーディネートについての理解が乏しい面が

あるといえる。

　また、児童厚生員の役割として、「遊びに対する援助（プ

レイワーク）」とあわせてソーシャルワーク技術（ケース

ワーク、グループワーク、コミュニティワーク）を駆使

すること必要とされている3）。従って、コミュニティワ

ークとして地域住民への働きかけや巻き込みができる児

童館長、児童厚生員がいることと、そのコミュニティワ

ークも仕事であるとの認識を持つことが重要である。

　地域を巻き込んだ地域福祉活動と健全育成の活動を展

開するためには、研修会のグループワークで提起された

地域資源の把握が大切と思われる。これらを再認識する

ための研修会の開催が必要と考えられる。

　＜地域組織活動支援＞

　従来ある「子ども会活動」の支援は、比較的新しい「子

育てサークル」r子育てネットワーク活動」に比べてr事

務局を担っている」「資金の援助」をする割合が高く、活

動基盤を行政が担っていることが推測される。現在活発

な活動をしている「子育てサークル」には「施設や物品

の貸与」r情報の提供」が子ども会、子育てネットワーク

より高くなっており、実質の活動を支援している様子が

うかがえる。「イベントヘの呼びかけや協力」はどの地域

組織にも実施しており、「児童館との連携を促している」

は「子育てサークル」（15。5％）「子育てネットワーク活

動」（8。9％）「子ども会活動」（8．0％）の順であり、子育

て支援の新しい活動に対して、児童館の支援が重要であ

ると考えられる。

　児童福祉法により児童厚生施設として位置づけられた

児童館は、乳幼児期の子育て支援に限定されがちな状況

にあって、学童期の育ちに重要な役割を担ってきた4）と

評価されている。また、厚生労働省では子育て中の親子

が気軽に利用できる子育て支援の拠点整備進めているが、

平成19年度から従来のひろば型、センター型に加えて

児童館型を新たに設け「地域子育て支援拠点事業」を実

施している。これらから、児童館の役割は今後一層、子

育て支援において重要となり、大きく期待されている。

　＜地域づくりの拠点として＞

　児童館は、単に児童の健全育成の機能のみならず、積

極的に障害のある児童や高齢者障害者等とのふれあい・

交流活動をするなど、赤ちゃんから高齢の方、障害のあ

る人もない人も、いろいろな人との豊かな出会いの場と

して、ボランティアを含め地域住民とともに地域福祉活

動を展開しているところもある5）。しかし、このような

活動を展開するためには、地域とのつながりが重要であ

り、普段からの連携が求められる。そこで、母親クラブ

との協働が考えられる。母親クラブは、高齢者を含めた

世代問交流ではないと考えられるが、母親クラブ調査や

本調査から、ほとんどのクラブで交流活動が実施されて

おり、児童館のコーディネート機能と母親クラブの地域

とのつながりが協働することで、大きな活動展開が可能
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になると考えられる。母親クラブの地域資源のネットワ

ークを活用することは、母親クラブのPRや活動の活性

化につながり、また児童館の役割として有効な活動領域

と思われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（山口、斉藤）

V．結論

　母親クラブの普及については、未組織地域に対する

PR活動が重要で、子育て支援に有効であることや活動

内容を広報する情報提供とあわせて、育成するための予

算化が可能となるような方策が必要である。また、現母

親クラブの活性化を図る方策として、児童館との連携強

化と地域の二一ズにあった、例えぱ高齢者を含めた活動

展開を図る必要があることが重要である。このためには

児童館の役割が期待される。

　地域組織活動の活性化、地域福祉の向上を考える場合、

児童館長や児童厚生員のより高いコミュニティワークの

スキルが必要とされる。地域ぐるみの視点を持つことな

ど児童館職員の資質の向上を図ることが重要である。児

童館を福祉予防施設と捉え、そのための児童館職員のあ

り方や処遇、研修参加などの体制の整備を検討すること

も必要であろう。

謝辞：調査にご協力くださった関係者の皆様に感謝しま

す。
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表29母親クラブ等地域緯織活動活性化のため晃童館へ期待すること

　く地域連携に関すること〉46件

1家庭・地域が連携して子どもの成長を見守り、健全に育む地域のカを向上させることが重要

2地域住民や異年齢での交流が括性化され、団体播動が充実するとともに、地域社会も子育て家庭に関心が高まるような支援を行うこと。

3交流を深めること。

婆多世代揮交流し、地域の特性を生かした活動羅闘溺図られるような取箏組み。

5地域の開かれた児童館として母親クラブ等のほか、学校、幼稚園等とも連携を図っていきたい。

6児童センター、子育て支援センター、保育所の複合施設があり、週に2回の育児学級、年8回程度の母親学級を実施しています

7児童館が核となって学校をはじめとする地域の関係機関と団体等に働きかけ連携を図ること

8日頃から児童館の行事等に地域住民や団体等に参面してもらい

9地域運営委員会等の定鞘的な鰍崔によ雛、地域と共に活動できる体翻、情報収集に取警緯む

10地域のコーディネーターとしての役割は大きい

11今後も連携、協力がクラブ活動の活性化につながるものと考える。

12母親クラブとの共催事業を実施する

13地域に開かれた児童館となる
難組織との連携を計る
篶多くの世代の人たちが脇力し合えるように、人と人とをつなぐ役割も鰯待したい

16地域と連携し、大入から子ども全ての異年齢、勉量代交流を考えた取り組みをしたらよいと思う。

17児童館の地域性を生かし、児童館への一般入館者、特に小学生から中高生と母親クラブとの交流ができるとよいと思う。

18母、子にとどまらず、あらゆる年代に働きかけることで児童館も母親クラブも共に活性化出来るのでは。

畑交流の機会を提供すること。

20児童が地域と関わ吟ながら育っていくことを朗待しています．

飯各兜童館の連携、児童館とサークルや各種団体との連携が必要である。

22地域で活躍する方々に協力を得る
23年々参加者減の折、地域への活動を広げ虐待防止者となっていてほしい。

24地域組織と連携を図っていければと思います。

25地域とのコーディネーター役
26より密度の濃い兜童館と母親クラブとの連携

27地域活動支援の充実、拡充を図塗、これまで以上に地域社会と密接な連携を取る
28児童センターとしては、母親クラブを含め多くのボランティアが活動しているので、今後もボランティアと連携

29現体制の中で期待することは難しいが、児童館が活動のためのコーディネーターとしての役割をもつことが望ましい。

30サークル活動やイベント実施の際の会場提供等がスムーズにいくよう、今後とも十分な連絡を図っていきたい。

31活動を活性化するために、文化面で支援してくださる地域の方々の協力をお願いしたいと思っています。

32児童の健全育成に対し児童館を拠点とし、関係機関、団体などとネットワrクを築き、ネットワークを有効に活駕すること．

33地域や飽団体とのコーディネート等

34異年齢（乳幼児や中高生〉との交流。
35良きコーディネーターとなれるようにしていきたい。

36もっと地域に出向き、地域の実情や子育て情報等の知識の収集に努め、地域組織活動に活かしてもらいたい。

37地域と行政が一体となった子育て家庭の支援。

38場の提供や世帯問の交流等、活勧の中でも連携した内容はできればと思います、

39中高生との連携
40飽の母親クラブの活動を知り、児童館側より、より良い活動ができるよう（会員の意見を闘きながら）共働していく。

41地域組織との活動連携
42地域ボランティアの受入れ、支援

43地域住民の交流の拠点となることを期待する。
製地域紐織との遠絡調整と、協力を継続して行っていくこと。

菊連携を持ちながら活動していきたい。

46児童館との連携は今後の検討課題として捉えている。

　＜掩設拠点としての強化に関すること＞41件
1児童館の中に母親クラブが発足すれば大変望ましい。
2拠点としての活動。

3児童センターでは、子供連れで集まれる場所の提供や育児に対するアドバイス、情報提供など行っていきたいと考えています。

4母親クラブの浩動に対するアドバイス

5子育てについての相談機能を今後も充実させて欲しい
6地域住民に支えられた、地域住民に必要な児童館として活躍できるよう努めていくこと。

7活動への協力
8当町の母親クラブは歴史も古く児童館ごとに親織されている

9児童館に事務罵を置き活動は一体とな穆車の両輪で進められている
10児童館は母親クラブ活動の挺点としての施設であることから、クラブの育成は児童館の大きな役割と考える。

11まずは気軽に利用できること。

12母親の日頃の拠所となるような児童館運営が必要
13子育て支援等の児童館環境づくりを幅広く進めることを期待します．

廼技衛的な支援やアドバイス、サポート
蔦児童館を地域子育て支援センターにして、地域活動と子育て支援のマッチングをはかっています。一慮の挺点化を期待しています。

掲地域内の子育て支援の拠点施設として、子どもと子育てを支援すること。

17会場の提供
18組織や資金力の弱いクラブヘ継続的な支援を期待したい。

19少子高齢化の中、子どもの声が発気に聞こえるまちの拠点であってほしい
2G乳幼児が過ごしやすいような施設の整備
2玉現在、地壊鰻織活勧団体と連携が図れる麺点

22構報提供
23様々な活動の拠点となるような役割を児童館が果たしていきたいと思います。

24児童館には積極的な児童館運営を期待
25事務局機能の強化。

26会場の提供
27子育て申の親に情報提供、腸の提供をし、母親クラブ活勧に参簾することで活性化した子育て支援を行っていけるようにする。

28きめ細かい情報の提供
29情報提供
30居場所の提供。

31地域の中高生に活動の場を提供
32中高生を支援する緯織の槌点づく吟
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斉藤他：子育て支援における母親クラブと児童館の役割に関する研究（3）

33みんなが集まりやすい、明るくキレイな児童館であってほしい。

341館i紐織母親クラブを持つ（地域の二一ズなど知ることができる。また地域に児童館を知ってもらうこと撰できるメリットがある〉

35地域の子育て紐織を支援するために、地域における子育て支援の拠点施設機能の充実が幾待されます。

36地域組織活動へのアドバイス

37活動への助言や安金な場所の提供を通じて、母親クヲブや子ども会の育成助長を図ってほしい。

38児童館が核となって、地域組織活動を活性化していくことを期待します。

39地域の子育て支援の拠点として多くの母親が気軽に来館できるような場にして行きたい

40子育て中の親岡士の交流の場の確保の充実に期待する。
　小学生対象の事業だけでなく、地域の子育て中の家庭全般が利用できる施設になるよう、使いやすい（安全面で〉場となるよう、改築も含
4玉

　めた事業の見直しをして懸しい。

　く事業の充実に関すること＞26件
1子育てに取り線むサークル活動やネットワークづくり、ボランティアの支援と育成

2行政主導型の運営から脱却した住民運営型の兜童館（中学校単位等まで設置できるよう、国県補助金など投資的経費が必要〉。

3行事等への参加

4子育て家庭の支援
5子育て教室の開催
6地域に住む高齢者をはじめとする様々な世代の人等とのふれあい活動を実施すること．

7地域を巻き込んでの行事を行ってほしい。

8連携した行事
9共に目的を共有し、事業を展開してほしい
　児童館がある地域で子どもが減少しているため兇童館事業の参煎者が少ない。これから児童館の必要性を考えていく必要があると思い
io
　ます。
　罫子育てひろばA動・を児童館等において実施することで、地域の乳幼児親子がいつでも気軽に無料で安全に利屠できる地域のコミュニ
1i
　ティ施設としての役翻を期待する。

　母親クラブの活勧拠点となる子育学習センター（市内6ヶ所〉の未就学児童の保護音の活動に移動児童館活動で児童にかかる支援活動
12
　の幅を広げたい。

13事業の共催の継続。
14皆が楽しめるような活動を展開されていく事を期待。

15子育て支援事業や子どもが対象のイベントを開催
16時代の傾向や地域にある二一ズに基づき活動していく。

17多くの親子に楽しんでもらえる行事の運営をしていきたい。

18児童館子育て広場への参加で、子育て中親子との交流をはかる。

19母親クラブヘの積極的な活動。

2§イベントや行事等の提案やアドバイス
欝児童館の幼児クラブ内で保護者に繋して情報交換の場や食育等の啓発に期待する。
22母親クラブとの連携をより蜜にし、事業を進めていく

23子育て支援事業の充実
24行事の共催等より積極的な支援を期待している
25子育て相談や仲間作りの援助をして行きたい

26子育て中の親圃士の交流の機会

　く人材に関すること＞22件
1これまで培って壼た経験をもとに、更なる人材の確保を期待している。

2新たなクラブ活動の人材発掘
3組織の自主性を引き患すための取り組み。

窪地域鯉織活動を継続させるための人材育成

5活動の活性化のために人材の掘り起こし等。
6引き続きの協力体翻

7マンネジ化にならない工夫、情報提供。

8母親クラブの活動の自主性を出来る限り尊重する
9地域のカを生かすために理解と支援を惜しまないことを期待したい。

10役員の負担が大巻く、後継者難の一員となっているため、助言指導により負担軽減への協力をしてもらいたい。

11子どもたちのために楽しく活動できる技術的支援を行う
　母親（時には父親にとっても、祖父母のとっても）子どもたちにとっても、ここちよい居場所となるような職員の呼びかけ、場の提供等が必
12
　要（職員の資質、研修が必要

13児童館職員との連携
14地域組織活動の育成と指導者の養成を期待したい．

15ボランティア精神の共有
鎗地域組織活動の活性化のため動いておられますので、引続いて蔭張ってほしい。
　児童の利用していない時聞を綾溺してもらったり、運営についてアドバイスした参して、母親クラブと児童健全育成に関することを協力し合
i7
　える関係を作って欲しい。

18活動に関する助書指導

　児童館の職員の意織改革を行う。たとえば、住民主体の児童館運営を考える．企画する等（主役は、こどもであり、住民であるという意識
19
　を持っ）。母親クラブはその住民の代表である。

20活動に対する客観的な助言
21活動へのアドバイス。

22クラブ活動内容や運営に対しての適切な助言が期待される。

　く広報に関すること＞13件
i幅広い年齢屡の児童が利絹できるよう広報活動に努めてほしい

2児童館を活絹した活動内容のPR
3地域組織活動の欝R
4子育て活動の璽要性を訴える啓発
5後継者のリクルートのためのPR活動への協力を強化していってもらいたい

6施設の利用を広く呼びかけることを望む

7新たな会貴募集の手伝い
8クラブ会員をつのる

9来館者に母親クラブやサークルに誰でも気軽に参加できるようPRしてほしい

10情報発信の基点として、地域にPRしてほしい
11各地域に母親クラブの存在及び知名度を高めていき、より活動を円滑にさせたい

鎗母親クラブヘの参加の呼びかけ。

13よ鯵地域に根ざした浩動となるよう、クラブ燦入者の機運の盛穆上げに努める。
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β本挙ども家庭総合研究勝紀要　第45集

表30児童厚生員研修会日程表
児童館から飛び出そう1～児童館と地域で創るまちづくり～

日程・内容

1β目（平成20年n月26目水曜日）

（1）開会・オヲエンテーシ蓑ン　　研修室　　　王3時00分～i3時15分ほ5分／

一i　主催者挨拶

　　　・目本子ども家庭総合研究所主任研究員　　　　斉藤進

一2　目程説明

（2）「児童健全育成の動向」　　研修室　13時15分～14時00分〔45分〕

　＜厚生労働省・児童健全育成推進財団・全国地域活動連絡協議会より、児童健全育成をめぐる

　　近年の動向や2玉年度予算の重点課題、最近の取組み等にっいての情報提供＞

　　　情報提供者

　　　　・厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課児童健全育成専門官　柳沢邦夫

　　　　・児童健全育成推進財団課長　　　　　　　厨南健太郎

　　　　・全国地域活動連絡協議会常勤理事・事務局長　　松本健一

（3）基調講演「児童館の地域支援でかわる子育て環境」　研修室　14時10分～15時20分〔70分〕

　＜児童館が母親クラブをはじめとする地域組織活動を支援することで得られるメリットや

　　地域づくりのヒントなどについての講演＞

　　　講師
　　　　・β本子ども家庭総合研究所主任研究員　　　　斉藤進

（4）ヂ事例検討一児童館と地域紐織括動の連携・支援一」　研修室　獅時30分～17時30分〔120分〕

　＜児童館による地域組織活動との連携事例や支援の手法について2事例を巡り、事例発表のみならず、

　　参加者同士の意見交換から児童館が行う地域支援のポイントを考える＞

　　　　事例発表
　　　　・東京都地域活動連絡協議会会長　　　　　小林睦子

　　　　・山梨県昭和町児童センター主査　　　　　　保叛たまみ

　　　　司会進行

　　　　・児童健全育成推進財団課長　　　　　　　阿南健太郎

2β目（平成20年11月27日　木曜日）

（1）fパネルディスカッション児童館と地域組織活動の明目をつくる」研修室

　＜4名のパネリストによる児童館と地域組織活動の明目を展望する＞

　　　　パネリスト

・日本子ども家庭総合研究所主任研究員

・児童健全育成推進財団課長

・東村由市立栄町児童館館長

・茨城県地域活動連絡協議会長

司会進行

・横浜市立大学准教授

斉藤進
阿南健太郎

鈴木昌弘

根津久美子

壷有桂，

10時OO分～12時00分〔120分〕

（2）「児童館による地域組織活動との連携課題を探る」グループワーク　研修室

　く児童館と地域組織活動との連携課題について参加者によるグループワークを行い、

　　参加者が抱える課題や背景を共有し、解決手法を検討し検討結果を共有する＞

　　　　全体進行
　　　　・厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課児童健全育成専門官

13時00分～15時30分〔150分〕

柳沢邦夫

（3）閉会行事　　　　　　　研修室　　　・15時30分～15時45分〔15分〕

　　　　主催者挨拶

　　　　・目本子ども家庭総合研究所主任研究員　　　　斉藤進
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